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第 3 章 1．全国調査の目的・方法 

第３章 全国調査（認知症地域支援推進員の効果的な活動の促進に関する全国調査） 

１．全国調査の目的・方法 

（１）目的 

平成 30 年度に認知症地域支援推進員が全国の市区町村に配置されるに当たり、今後ます

ます地域の実情に応じた活動の展開が期待される。 

本調査では、推進員、市区町村及び都道府県を対象に推進員活動や活動に当たっての連携

やバックアップ等に関する実態把握、効果の見られた活動事例等を把握することを目的とし

た。またこの結果を、より効果的な活動のあり方や活動のポイントが全国で応用・活用される

ことをめざした事例集の作成や、推進員活動の手引きなどに反映させることとした。 

 

（２）対象 

【推進員調査】 

平成 30 年 3 月 31 日までに認知症地域支援推進員として配置され、回答時現在でも配置

されている全ての方 

【市区町村調査】【都道府県調査】 

 回答日現在で認知症地域支援推進員、新オレンジプランを含む認知症施策を担当している

方。 

 

（３）調査期間 

  平成 30 年 10 月 22 日～12 月 20 日 

 

（３）調査方法 

  Web 上でのアンケート調査 

 

（４）倫理的配慮 

・本調査は、社会福祉法人浴風会 認知症介護研究・研修東京センター 倫理審査委員会での

承認を得て実施した。 

・調査結果は統計的に処理し、事例集作成委員会や事例集作成に当たって承諾の得られた方

を除き個人や事業所等を特定した公表をしないこと、集計結果の公表に当たっても、個人

や事業所が特定されないよう十分に配慮することをトップページに明記の上、承諾ボタン

を押して回答ページに入るシステムとした。 

・推進員調査は無記名とするが、事例の記載に当たっては、事例集作成委員会に向けた電話

等での聞き取りを承諾いただける方には、当該欄に氏名、所属先、連絡先を記入いただい

た。 
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第 3 章 1．全国調査の目的・方法 

（５）調査内容（全体構造） 

 

 

次ページ以降の各調査結果で使用する用語等について 

○人口及び高齢化率の「四分位別グループ」 

 …人口及び高齢化率によるクロス集計を行う場合に、総務省「平成 30 年 1 月 1 日住民

基本台帳年齢階級別人口（市区町村別）」をもとに、人口及び高齢化率の小さな自治体から

並べ、25％、50％、75％で区分して作成した「四分位別グループ」を用いた。 

○エフォート（推進員調査Ⅰ－２⑧ほか他設問のクロス集計で使用） 

…本調査においては「他業務と兼務する推進員の全業務時間を 100％とした場合、そのう

ち推進員活動に要する時間の比率（％）」という意味で使用している。 

○【参照】 

 ･･･当該設問と同一あるいは類似の質問を他の調査でも行っている場合、参考として調査

種別と該当する設問番号を示している。 

 例）推進員調査Ⅱ－１ 自治体から推進員としての役割を具体的に示されているか 

 →【参照】市区町村調査Ⅱ－１ と表示している。 

  （「貴市区町村として、推進員の役割を具体的に示しているか」という類似した設問） 
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第３章 4．【市区町村調査】の結果 

 

４．【市区町村調査】の結果 

Ⅰ．自治体と回答者について 

Ⅰ－１.⑥ 回答者の職種（１つ選択） 

 

Ⅰ-2.① 自治体の推進員配置後の年数（１つ選択） 

 

 

【クロス集計】人口規模(四分位)別にみた自治体としての推進員配置後年数 

 ※人口の四分位別グループは、総務省「平成 30 年 1 月 1 日住民基本台帳年齢階級別人口（市区町村別）」

をもとに、人口の小さな自治体から 25％、50％、75％で区分して作成した。（中央値＝24,580 人 

平均＝73,353 人） 

 

 単純集計では「推進員配置後 3 年目」が 25.9％で最も多かった。人口規模別にみると、人

口の多いところほど推進員を早期に配置し、8,168 人以下の自治体は配置後 2 年以内で約

90％を占める。 
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第３章 4．【市区町村調査】の結果 

 

Ⅰ-2.②推進員の配置方法で貴自治体にもっとも近いもの（１つ選択） 

【クロス集計】人口規模(四分位別)でみた推進員の配置方法 

「市区町村全体を担当する推進員を複数配置」が 39.2％、「（同）1 人配置」が 32.0％で

最も多かった。「各地域包括支援センターに配置」が 13.0％である。人口規模別にみると、

人口が多くなると地域包括支援センター単位での配置が多くなる。 

また「市区町村全体を担当する推進員と、複数の日常生活圏域（相当）や地域包括支援セン

ターの区域に推進員を配置」という複合型の配置方式は全体で 11.1％、人口規模別でみると、

人口が多くなると増加していることがわかる。 

  

【その他（主なもの）】 

・１及び委託型地域包括支援センターに配置 ／ ・（政令市）本庁と各区役所に配置 

・市全体に複数配置し、高齢化率の高い地区へ複数配置 

・各包括支援センターと認知症疾患医療センター、自治体に配置 

・市町村全体を担当する推進員と小規模多機能型居宅介護事業所に配置する推進員を 1 名ずつ配置 

・自治体の公立病院に 1 名配置 ／ ・在宅介護支援センターごとに配置 

・市全体を担当する推進員１名を、直営包括（１箇所）に配置 

・２と５の複合 ／ ・地域包括支援センターに 3 人。日常生活圏域に 2 人。 

・合併前の市町村域に 1 名ずつ配置 ／・認知症カフェの運営条件の一つ 

・近隣市町村と合同配置 ／ ・広域行政組合で複数の日常生活圏域ごとに配置 

・本庁、保健センター、地域包括支援センター、認知症初期集中支援チーム（委託病院）に配置 

・直営型地域包括支援センターに複数人員を配置 

32.0 
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市区町村全体を担当する推進員と、複数の日常生活圏域

（相当）や地域包括支援センターの区域に推進員を配置

各日常生活圏域（相当）に推進員を配置
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第３章 4．【市区町村調査】の結果 

 

 なおこの「市区町村全体を担当する推進員と、複数の日常生活圏域（相当）や地域包括支援

センターの区域に推進員を配置」は、配置後の年数別に見ると（下グラフ）、「1 年目」から

「6 年目」までは配置後の年

数が長いほど増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ-2.③推進員の選任方式で当てはまるもの（１つ選択） 

【クロス集計】人口規模(四分位別)でみた推進員の選任方法 

人口規模別に見ると、小規

模自治体ほど自治体職員を配

置し、大規模自治体では法人

委託の地域包括支援センター

に推進員を配置している。 

 

 

 

43.7 

11.1 

7.0 

20.7 

17.5 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

自治体職員を推進員として配置

自治体が嘱託職員を採用して推進員として配置

法人に業務委託し、法人内職員から推進員の選任や採

用を依頼

法人に業務委託し、地域包括支援センターに推進員の

配置を依頼

その他

(%)

全体

(n=1166)

【その他（主なもの）】 

・介護保険課に兼務の推進員を配置、並びに委託法人の地域包括支援センターにそれぞれ配置 

・自治体職員と、地域の医療・福祉の事業所の職員から地域づくりに関する知識や経験を有する方を選出して配置。 

・自治体職員と適当と認められる人物のいる法人に設置 ／ ・自治体と社会福祉協議会に委託し配置 

・自治体が嘱託職員として配置、その後法人に業務委託し、包括にも配置 

・広域行政組合が採用、専任 

・行政と、地域包括支援センターの機能強化職員（生活支援コーディネーターと認知症地域支援推進員） 

・自治体、介護事業所、各地域包括支援センターに配置 

・自治体への出向職員を推進員として配置 

・直営型地域包括支援センターとブランチにそれぞれ配置 

・地域包括支援センター職員の中から医療職を推進員に配置するよう依頼 

・知識や経験を有する個人と各地域包括支援センターにそれぞれ配置 

・複数選択肢の混合 ／ ・介護サービス事業者協議会等から選任 
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第３章 4．【市区町村調査】の結果 

 

Ⅰ-2.④推進員の選任や配置に当たって重視していること（当てはまるものを３つ選択） 

 

 「認知症に関する専門資格、知識やケアの経験を有する人」が 65.7％、「地域包括支援セ

ンターの取組の中に推進員活動を統合」が 64.6％とほぼ同率で最も高い。次いで「初期集

中支援チーム等他の認知症業務と兼任させ、効率的に支援できる体制を重視」54.7％とな

っている。他の項目ではこれらの半数以下である。 

 

 

Ⅰ－2.⑤ 平成 30 年 10 月 1 日（または直近）現在の配置状況 

１）推進員総数 

○人口規模別にみた推進員総数(平均) 

人口区分 ～8,168 人 
(N=159) 

～24,387 人 
(N=276) 

～63,720 人 
(N=325) 

63,789 人 
以上(N=326) 

全体 

推進員総数(平均) 1.74 人 2.44 人 3.08 人 8.21 人 4.09 人 
 

65.7 

25.4 

64.6 

6.9 

11.3 

54.7 

21.0 

9.2 

1.1 

0 20 40 60 80

認知症に関する専門資格、知識やケアの経験

を有する人を配置している

地域づくりに関する知識や経験を有する人を配

置している

地域包括支援センターの取り組みの中に推進

員活動を統合している

地域包括支援センター以外の専門知識・経験

をもつ人を積極的に配置している

推進員業務に専念できるよう、専任で配置して

いる

初期集中支援チーム等他の認知症業務と兼任

させ、効率的に支援できる体制を重視している

推進員が異動した後も活動を継続できるよう複

数配置にする等、配慮している

推進員に関する予算の確保や調整に力を入れ

ている

その他

(%)

全体

(n=1166)

【その他（主なもの）】 

・医療職（保健師）にしている ／ ・保健師及び社会福祉士の有資格者 

・行政、地域包括支援センターのそれぞれの役割を果たし、連携できるように配置している。 

・研修に積極的に参加できるようにしている 

・委託地域包括支援センターと協議しながら、日常生活圏域ごとの配置を検討している。 

・地域包括支援センター職員が兼務 ／ ・地域包括支援センターにて人選している。 

・各委託先によって重視しているところが違っている 

・認知症カフェの担当として 

・認知症初期集中支援チーム員会議等、認知症関連事業への参加する体制がある。認知症カフェを実施する体制を整

えている。 
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第３章 5．【都道府県調査】の結果 

 

５．【都道府県調査】の結果 

Ⅰ．自治体について 

Ⅰ－１④回答者の職種（１つ選択） 

Ⅱ．管内市区町村の推進員配置や育成の推進、活動支援について 

Ⅱ－１．厚生労働省が示す推進員の役割について、どの程度重視しているか。（１つ選択） 

【参照】推進員調査Ⅱ－６、市区町村調査Ⅱ－１－１ 

…他の調査で同一あるいは類似した設問がある場合【参照】として示す。 

63.8 36.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=47)

一般職（事務職） 技術職（専門職）

55.3 

29.8 

12.8 

8.5 

40.4 

12.8 

59.6 

53.2 

46.8 

38.3 

0.0 

44.7 

68.1 

76.6 

78.7 

59.6 

68.1 

40.4 

46.8 

53.2 

59.6 

0.0 

0.0 

2.1 

10.6 

12.8 

0.0 

19.1 

0.0 

0.0 

0.0 

2.1 

0.0 

8.5 91.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①認知症の人が容態に応じて必要な

医療やサービスを受けるための関係機関

との連携体制の構築(n=47)

②認知症ケアパスの作成・普及・活用促進

(n=47)

③認知症疾患医療センターの専門医等による、

病院・施設等における処遇困難事例の検討

及び個別支援(n=47)

④介護保険施設等の相談員による、在宅で

生活する認知症の人や家族に対する

介護方法等の専門的な相談支援(n=47)

⑤「認知症カフェ」等の開設・運営、その支援

(n=47)

⑥認知症ライフサポート研修など認知症

多職種協働研修の実施

(n=47)

⑦認知症の人や家族等への相談支援

(n=47)

⑧認知症初期集中支援チームとの連携等

による、必要なサービスが認知症の人や

家族に提供されるための調整(n=47)

⑨行政の認知症施策の企画・運営・見直し

等への関与・協働

(n=47)

⑩行政の認知症施策（事業・制度・サービス

等）の住民への周知

(n=47)

⑪その他

(n=47)

特に重視している 重視している あまり重視していない 重視していない 無回答

その他…記述なし 
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第３章 5．【都道府県調査】の結果 

 

Ⅱ－2．推進員活動に関する管内市区町村の担当者との連携に関して（１つ選択） 

 

 市区町村との連携内容で最も高いのは「②市区町村の推進員配置に関する現状把握を行っ

ている」であり「積極的に行っている」「必要に応じて行っている」をあわせて 97.9％とな

った。次いで「④市区町村に推進員活動の好事例情報を提供している」80.8％、「③市区町

村における推進員活動の具体的内容の情報収集」78.7％である。 

 市区町村に対して推進員の役割に関する指針を示す①は 36.2％、市区町村同士の協働実

施を支援する⑥は 31.9％となっている。 

  

12.8 

36.2 

31.9 

25.5 

2.1 

12.8 

10.6 

12.8 

2.1 

2.1 

23.4 

61.7 

46.8 

55.3 

10.6 

19.1 

27.7 

46.8 

19.1 

2.1 

10.6 

2.1 

12.8 

8.5 

2.1 

21.3 

14.9 

10.6 

8.5 

0.0 

12.8 

0.0 

6.4 

4.3 

8.5 

8.5 

10.6 

8.5 

8.5 

0.0 

40.4 

0.0 

2.1 

6.4 

76.6 

38.3 

36.2 

21.3 

61.7 

10.6 85.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①都道府県として、市区町村に対し推進員の

役割に関する指針を示している。

(n=47)

②市区町村の推進員配置に関する現状把握

を行っている。

(n=47)

③市区町村における推進員活動の具体的

内容の情報収集を行っている。

(n=47)

④市区町村に推進員活動の好事例情報を

提供している。

(n=47)

⑤市区町村に推進員活動に関する助言者

等の人材の派遣を行っている。

(n=47)

⑥市区町村同士が協働して広域で実施する

推進員活動を支援している。

（例：SOS広域訓練等）(n=47)

⑦保健所や保健福祉センター等と連携して

市区町村における推進員活動の支援を

行っている。(n=47)

⑧他の都道府県の推進員活動に関する情報

を収集し、市区町村に提供している。

(n=47)

⑨都道府県内のより良い推進員活動をもとに、

国に情報提供や提案を行っている。

(n=47)

⑩その他

(n=47)

積極的に行っている 必要に応じて行っている どちらとも言えない
あまり行っていない 行っていない 無回答

【その他】 

・推進員活動の質の向上のため、今年度中に県内市町村の行政担当者や推進員等を集めた連絡会を開催し、それ

ぞれの取組みについて情報交換を行う予定。 

・市町村間で情報交換できる機会(認知症施策担当者会議)を設定している 
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第３章 5．【都道府県調査】の結果 

 

Ⅱ－３．管内市区町村の推進員への活動支援で重視している点（１つ選択） 

 

 「積極的に行っている」「行っている」をあわせて、「②都道府県として、推進員活動に関す

る連絡会や研修会を実施している」は 87.2％で最も多い。次いで「③都道府県として管内の

推進員から、直接現状や意見を聞いている」が 61.7％である。 

  

2.1 

40.4 

27.7 

23.4 

23.4 

4.3 

2.1 

46.8 

34.0 

27.7 

29.8 

4.3 

2.1 

2.1 

25.5 

19.1 

12.8 

0.0 

12.8 

4.3 

8.5 

14.9 

12.8 

0.0 

80.9 

4.3 

4.3 

14.9 

21.3 

6.4 

0.0 

2.1 

0.0 

0.0 

0.0 

85.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①都道府県として「推進員活動の手引き」

等を作成し、推進員活動を支援している。

(n=47)

②都道府県として、推進員活動に関する

連絡会や研修会を開催している。

(n=47)

③都道府県として管内の推進員から、

直接現状や意見を聞いている。

(n=47)

④都道府県として管内の推進員に対する

直接的な助言、情報提供を行っている。

(n=47)

⑤都道府県のイベントや研修において、

推進員が活動を広く報告する機会を

作っている。(n=47)

⑥その他

(n=47)

積極的に行っている 行っている どちらとも言えない

あまり行っていない 行っていない 無回答

【その他】 

・当県が主催しているわけではないが、推進員の任意組織が開催する連絡会を後援支援している。 

・推進員活動の質の向上のため、今年度中に県内市町村の行政担当者や推進員等を集めた連絡会を開催

し、それぞれの取組みについて情報交換を行う予定。 

・認知症介護研究・研修東京センターが行う推進員研修に参加する際の参加費の補助。 
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第３章 5．【都道府県調査】の結果 

 

Ⅱ－４．推進員活動を促進するための都道府県としての取組みを行っているか（１つ選択） 

 

 都道府県が管轄する機関や、都道府県単位で置かれる外部機関などの橋渡しをすること

で、市区町村や推進員がネットワークを広げやすくなることがある。このような件に関する

件の姿勢や実際の取り組みを尋ねる設問である。 

 「積極的に行っている」「行っている」をあわせ、「③認知症疾患医療センター等を通じた

館内推進員との連携支援」48.9％、「⑤若年性認知症支援コーディネーターと推進員の連携

促進」46.8％、「保健所等を通じた所管エリア内の推進員の活動促進」40.4％、「①都道府

県警察を通じた所轄警察署と推進員の連携支援」36.2％となっている。 

 

  

8.5 

6.4 

14.9 

2.1 

17.0 

2.1 

4.3 

0.0 

27.7 

34.0 

34.0 

19.1 

29.8 

10.6 

12.8 

2.1 

10.6 

4.3 

25.5 

12.8 

27.7 

12.8 

8.5 

0.0 

4.3 

6.4 

8.5 

17.0 

0.0 

12.8 

8.5 

0.0 

48.9 

48.9 

17.0 

48.9 

25.5 

61.7 

66.0 

10.6 87.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①都道府県警察を通じた所轄

警察署と推進員の連携支援

(n=47)

②保健所等を通じた所管エリア

内の推進員活動促進

(n=47)

③認知症疾患医療センター等を

通じた管内推進員との連携支援

(n=47)

④認知症介護指導者と推進員の

連携促進

(n=47)

⑤若年性認知症コーディネーター

と推進員の連携促進

(n=47)

⑥都道府県医師会を通じた管内

医師会と推進員の連携促進

(n=47)

⑦都道府県レベルでの企業・団体

を通じた推進員との連携支援

(n=47)

⑧その他

(n=47)

積極的に行っている 行っている どちらとも言えない

あまり行っていない 行っていない 無回答

【その他】 

・認知症疾患医療センタースタッフと推進員が府主催の研修参加の際につながりが持てるように支援して

いる。 

・推進員へ若年性認知症支援コーディネーターの配置について、啓発チラシの配布等で周知し、併せて活

用・連携を促している。" 
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第３章 5．【都道府県調査】の結果 

 

Ⅱ－５．都道府県としての認知症介護指導者や若年性認知症支援コーディネーターとの連携

支援（１つ選択） 

 

【参照】市区町村調査Ⅲ－３ 

【自由記述】認知症介護指導者との連携事例（記述 7 件） 

 

【自由記述（主なもの）】若年性認知症支援コーディネーターとの連携事例（記述 17 件） 

 

・市町村や地域包括支援センターが実施する認知症対策に認知症介護指導者が参加している。 

・認知症サポーター養成講座やキャラバン・メイト養成講座の実施の際に、認知症介護指導者と連携して

取り組んでいる事例などがある。 

・事例検討会や会議等の機会を通じて，認知症ケアに係るアドバイザー的役割で推進員と連携すること

で，認知症ケアの充実につなげている。 

・イベントの共催 

・認知症地域支援推進員の企画する家族介護教室に認知症介護指導者が企画及び講師として加わった。 

・認知症介護指導者を、介護支援専門員や地域多職種連携の認知症ケアの研修会に活用し、地域の介護人

材の養成に役立てている。 

・認知症介護指導者と連携し、県キャラバン・メイト養成研修において、推進員が認知症サポーター養成

講座を行えるよう、推進員のスキルアップを図った。 

○個別支援への関与 
・市（包括）の地域支援推進員と若年性認知症支援コーディネーターとが連携し、本人を就労支援事業所

Ａ型につなぐことができた。 

・若年性認知症支援コーディネーターに新規の若年性認知症の人をつなげることにより、就労支援や居場

所・生きがい支援等がスムーズに行えている。 

・若年性認知症の方の本人交流会の開催 

〇推進員との連携 
・各地域の推進員が若年性認知症コーディネーターへの相談窓口となる「認知症コールセンター」の啓発

を行うなど相談体制の充実を図っている。 

・当事者の集える場や認知症カフェの設置に至った。また，本人視点を重視した活動につながった。 

・認知症地域支援推進員と若年性認知症支援コーディネーターがと協働し、地域住民や関係機関への若年

性認知症に対する普及活動や、必要時、若年性認知症の当事者・家族を家族会につなげている。 

・推進員を対象にした研修会で若年性認知症をテーマにした際、若年性認知症の方の講演を企画し、若年

性認知症コーディネーターに当事者サポーターとして支援していただいた。推進員としても当事者の生

の声を聞く貴重な機会となり、本人の声をきくことの大切さについての理解が深まった。 

・若年性認知症に関する勉強会の開催により、地域において顔の見える関係づくりができた。 

・若年性認知症コーディネーターから個別ケース支援における県内市町村推進員との連携の現状や課題

を把握し、連携における課題解決に向け、市町村認知症施策担当者及び認知症地域支援推進員連絡会議

において、情報提供等を行い、推進員の活動促進に繋げた。 

・若年性認知症支援コーディネーターが把握したケース同士の交流が図られるよう認知症地域支援推進

員に働きかけて、定期的に開催する本人交流会を立ち上げた。 

・若年性認知症自立支援ネットワーク研修を推進員研修と合同で実施し、その後さまざまな地域の推進員

から講義依頼がある。コーディネーターが実施している本人ミーティングを見学後、推進員活動として

本人ミーティングをコーディネーターと共催で実施している。 

14.9 

41.5 

74.5 

58.5 

10.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①認知症介護指導者との連携

(n=47)

②若年性認知症コーディネーター

との連携

(n=41)

ある ない 無回答
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